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第 21回新株予約権（時価総額及び業績目標達成型有償ストック・オプション）の 

発行要項の一部変更（行使の条件）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年７月 11日の取締役会において発行を決議した有償スト

ック・オプション（以下、「第 21回新株予約権」という。）に関して、発行要項の一部を変更すること

を決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本変更は、将来の事業拡大に伴うセグ

メント区分の見直しに備えた適切な文言への整備であり、行使条件の趣旨や達成の難易度を変えるもの

ではありません。 

 

記 

 

１．変更の理由 

第 21 回新株予約権は、当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員に対し、株価上昇

への意識をより一層高めるとともに、業績回復への強い動機づけとする目的で発行したものです。その

ため、あらかじめ定めた時価総額及び業績目標の達成を行使条件として付しております。 

このうち、業績目標につきましては、新規事業領域による事業収益を伸ばすことで、ボラティリティ

が大きいゲーム事業への依存度を下げ、安定的な業績成長を実現できる事業ポートフォリオへと再構築

を推進していることを背景に、「『ゲーム事業』以外の売上高が 1,000 百万円を超過すること」として

おり、その達成の判定指標には有価証券報告書のセグメント情報における「その他」の売上高を参照す

ることとしております。しかしながら、今後ゲーム事業以外の新規事業が順調に拡大し、将来的に報告

セグメントとして「その他」から独立して開示されることとなった場合、当該事業の売上高は「その他」

セグメントに含まれなくなります。その結果、本来の趣旨である事業成長を実現したにもかかわらず、

現行の指標では目標達成を正しく判定できなくなるおそれがあることが判明いたしました。 

よって、判定指標を現行の「『その他』の売上高」から「連結売上高から『ゲーム事業』の売上高を

控除した額」へと変更することで、当初の行使条件が企図した趣旨を適切に反映させるべく、発行要項

の一部を変更することといたしました。 

 

２．変更の内容（変更箇所には下線を付して示しています。） 

変更前 変更後 

３．新株予約権の内容 

（６）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、次の(a)及び(b)のい

ずれにも該当した場合にのみ、本新株

予約権を行使することができる。 

(a) 2026 年 12 月期から 2030 年 12 月

期までのいずれかの期において、

当社が金融商品取引法に基づき提

出した有価証券報告書に記載され

た「ゲーム事業」以外の売上高が

1,000 百万円を超過した場合。な

お、「ゲーム事業」以外の売上高

の判定においては、当社の有価証

券報告書におけるセグメント情報

に記載された「その他」の売上高

の額を参照するものとし、国際財

３．新株予約権の内容 

（６）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、次の(a)及び(b)のい

ずれにも該当した場合にのみ、本新株

予約権を行使することができる。 

(a) 2026 年 12 月期から 2030年 12 月

期までのいずれかの期において、

当社が金融商品取引法に基づき提

出した有価証券報告書に記載され

た「ゲーム事業」以外の売上高が

1,000 百万円を超過した場合。な

お、「ゲーム事業」以外の売上高

の判定においては、当社の有価証

券報告書におけるセグメント情報

に記載された当社連結売上高か

ら、同報告書におけるセグメント
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務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に

重要な変更があった場合には、別

途参照すべき指標を当社取締役会

にて定めるものとする。 

 

 

 

(b) 2025年８月 13日から 2035年８月

11 日までの間に、当社の時価総

額（次式によって算出するものと

する。）が一度でも 100 億円を超

過した場合 

時価総額＝当社普通株式が上

場されている証券取引所にお

ける当社普通株式の終値（複

数の証券取引所に上場されて

いる場合は各取引所における

終値のうち最も高い額）×当

社発行済株式数（自己株式を

除く） 

情報に記載された「ゲーム事業」

の売上高の額を控除した額を参照

するものとし、国際財務報告基準

の適用、決算期の変更等により参

照すべき項目の概念に重要な変更

があった場合には、別途参照すべ

き指標を当社取締役会にて定める

ものとする。 

(b) 2025年８月 13日から 2035年８月

11 日までの間に、当社の時価総

額（次式によって算出するものと

する。）が一度でも 100 億円を超

過した場合 

時価総額＝当社普通株式が上

場されている証券取引所にお

ける当社普通株式の終値（複

数の証券取引所に上場されて

いる場合は各取引所における

終値のうち最も高い額）×当

社発行済株式数（自己株式を

除く） 

 

３．変更の効力発生日 

効力発生日 2026 年 10 月 21 日（水） 

 

以 上 

 

（ご参考） 

2025年７月 11日付適時開示 

「新株予約権（時価総額及び業績目標達成型有償ストック・オプション及び税制適格ストック・オ

プション）の発行に関するお知らせ」 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/3656/tdnet/2653958/00.pdf 

 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/3656/tdnet/2653958/00.pdf

